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そ

定どおり

各産業ごとに

の

現行の産業活性化ビジ

他

ョンの推進会議を開催

　

し、各事業展開を図っ

】

た。現行の産業活性化

【

ビジョンの改訂のため

協
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内で検討会議を開催
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し、改訂の準備を進め
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目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式
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目

標
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績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成
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.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業
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目

標
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説

位
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成果指標①

置

平成17年度 平成18

付
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け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

産業活性化ビジョンの

類

推進及び改訂事業

経済

ハ

部　産業振興課
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04 基本目

ソ

標４　　活力とにぎわ

フ

いに満ちたまち
総合計

ト

画の
01 ①〈持続可能

根

〉　産業の発展を持続

拠

させる
位置付け
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法

 産業の持続的な発展

令

に向けて、基本的な理

等

念と戦略を確立する

市対 民、事業者 平成１３年象 度 ～ 

□ □ □ □ 商工

・

会議所等産業団体

「産

受

業活性化ビジョン」を

益

改訂することにより、

者

商・工・農・ 産業活性

事

化のため、各産業分野

業

の計画を具現化する「

期

産業活性
漁業の横断的

間

な産業振興策が実施さ

委

れています。 化ビジョ

託

ン」を改訂します。

産

、

業活性化ビジョン改訂

協

に係る会議開催回数 回

働

－
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現行の産業

【

活性化ビジョン推進会

委

議開催回数 回
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産業活性化ビジョン改

：

訂進捗率 ％

H19：（
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庁内推進検討会議）1
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0％、H20：（庁内

ク

推進検討会議・庁外検

・
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検討会

団
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民

年度中にビジョンの改

満

訂を完了する。

産業活

足

性化のため、各産業分

度

野の計画を具現化する

を

「産業活性化ビジョン

高

」を改訂する。

産業活

め

性化ビジョンの策定は

る

、地域の実情に応じた

方

体系
的かつ能動的な施

策

策の推進を図るため全

業

産業を包括した
産業政
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策の確立を目的として

効
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性

継続
して実施していく

継

。

続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
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受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決
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開（担当課としての提

る
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＜判断
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課長コメント

抽

□ 現産業活性化ビジョ

出

ンに沿って各産業の事

総

業展開を図っ
●■ てお

合

り、事業の必要性は高

評

い。

□ ○
□
□ 現産業活

価

性化ビジョンを推進す

市

ることにより産業の振

民

興
●□ が図られ、有効

ニ

性が高い。

■ ○
□
■ 現

ー

産業活性化ビジョンの

ズ

総括を図りつつ、次期

高

産業活性
●

□ 化ビジョ

事

ンの策定に向けた事業

業

展開を図ることは妥当

目

性
○

□ が高い。
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□
□

的

次期産業活性化ビジョ

の

ンに向けた改定にあた

達

っては、商
●

□ 工会議

成

所、商店会、工業会等

状

関係団体のノウハウを

況

参考
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■ にしながら行

必

っており効率的である

要

。
○

□

庁内外の検討委
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員会を早期に発足し、

市

改訂に向けた作業を推

の

進する。
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関

推進現ビジョンの推進

与

現ビジョンの推進
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ビジョンへの、新ビジ
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改訂
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